
 

 

令和３年４月１日 

能 代 市 監 査 委 員 

 

令和３年度能代市監査計画 

 

１ 基本方針 

 

本市の事務の管理及び執行等について法令に適合し、正確で、経済的、効率的か

つ効果的な実施を確保し、住民の福祉の増進に資するため、能代市監査基準に従っ

て監査を実施します。 

監査の実施に当たっては、事務の執行が適正かつ正確に行われているか、予算の

執行は計画的かつ効率的に行われているか、事務処理で法令等に違反するものはな

いか、内部統制が有効に機能しているか等の視点から、違法や不正の指摘にとどま

らず、指導に重点を置いた監査に努めます。 

なお、今年度は次の事項を重点項目とし、監査を実施します。 

 

（１）公金収納事務について 

市は、公金管理適正化計画を策定し、現金取扱事務について、現金取扱マニュ

アルを作成し、管理の徹底を図っているところです。公金収納事務でも、現金の

取扱いについては、紛失、盗難、着服等が発生するリスクがあり、同計画策定か

ら７年が経過していることに鑑み、公金収納事務の執行状況について監査を実施

し、特に現金取扱事務については、事務の正確性が確保されているかを中心に検

証を行います。 

 

（２）随意契約の状況について 

地方公共団体が締結する契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又は

せり売りの方法によることとされており、随意契約は、地方自治法及び地方自治

法施行令に規定する場合に限り可能とされ、市では、随意契約ガイドライン等に

より契約事務の適正化に取り組んでいるところです。各課で締結している随意契

約が適正に執行されているかについて検証を行います。 

 

（３）補助金交付事務の状況について 

補助金は、市民福祉の向上や経済活動の支援など公益上の必要がある場合に交

付されるものであり、市の施策を推進する上で重要な役割を担っています。  

その事務処理は、法令等に基づき適正に行われることが求められ、市において

は、能代市補助金等の交付に関する規則や各補助事業の交付要綱等が定められて

おりますが、これらに基づき補助事業が適正に執行されているかについて検証を

行います。 

 

 

 



 

 

２ 監査等の種類及び対象 

 

（１）決算審査 

   決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるかを主眼とします。  

   一般会計・特別会計については、財政状況及び予算の執行状況が適正かつ効

率的に行われているかについて審査します。 

   公営企業会計については、地方公営企業の経営の基本原則である企業の経済

性を発揮しながら、公共の福祉を増進するよう運営されているかについて審査

し、経営戦略に基づいた財政見通しとなっているかについても確認します。 

 

（２）基金運用状況審査 

   基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運用が確実かつ効

率的に行われているかについて審査します。 

 

（３）健全化判断比率等審査 

   健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記

載した書類が法令に適合し、かつ正確であるかについて審査し、前年度比率か

らの増減の内容についても調査、分析を行うものとします。 

 

（４）定期監査 

   市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正

確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めているかを主眼として監査を実施します。  

   前期定期監査では、施設の実地監査を主体に行うこととします。 

   後期定期監査では、全課を対象に財務事務全般について書類等の監査を中心

に行うこととします。 

   重点項目の「公金収納事務について」及び「随意契約の状況について」は通  

年で、「補助金交付事務の状況について」は後期定期監査において実施します。 

   また、公金管理の状況について実地にて監査を実施します。  

 

（５）財政援助団体等監査 

   補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団

体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信託の受託者及び公の

施設の管理を行わせている団体を抽出し、当該財政的援助等に係る出納その他

の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているかを主眼として

実地も含めて監査を実施します。 

 

（６）例月出納検査 

   会計管理者並びに水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長の現金

の出納事務が正確に行われているかについて検査します。支出事務においては、

支払遅延の状況について調査を行います。 

 

 



 

 

（７）随時監査 

   本市及び他の地方公共団体で問題となった事件・事故等に関して、懸念され

ると思われる事案については、必要に応じて監査を実施します。  

 

３ 実施上の留意点 

 

（１）令和３年度の監査は、本計画に基づき実施することとし、必要に応じて実施

要領を別に定めることとします。 

 

（２）監査を終了したときは、速やかにその結果を決定し、報告、意見等を提出す

るとともに、ホームページ等でその結果を公表します。  

 

（３）定期監査等の結果に対する改善措置状況について、市長部局、各行政委員会

等からの措置通知により公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 実施（予定）期間及び実施体制 

 

（１）実施（予定）期間 

一般会計・特別会計

決算審査 

（令和２年度分） 

６月～８月 

 ・６月～７月     関係書類等審査 

 ・７月        決算審査に係る聞き取り 

 ・８月下旬      意見書提出 

企業会計決算審査 

（令和２年度分） 

６月～８月 

 ・６月～７月     関係書類等審査 

 ・７月        決算審査に係る聞き取り 

 ・８月下旬      意見書提出 

基金運用状況審査 

（令和２年度分） 

 

６月～８月 

 ・６月～７月     関係書類等審査 

 ・７月        審査に係る聞き取り 

 ・８月下旬      意見書提出 

健全化判断比率等審

査（令和２年度分） 

７月～８月 

 ・７月～８月     関係書類等審査 

 ・８月下旬      意見書提出 

定期監査 

（令和２年度分及び

３年度分） 

【前期（４月～６月）】 

 ・４月～６月     関係書類等監査 

 ・５月～６月     実地監査（市施設、学校） 

【後期（９月～１月）】 

 ・９月～１月     関係書類等監査 

・１月        定期監査に係る聞き取り 

 

・２月中旬      報告書提出 

財政援助団体等監査 

（令和２年度分及び

３年度分） 

８月～１月 

 ・８月～９月     関係書類等監査 

・９月        実地監査（財政援助団体、 

           指定管理施設等） 

・１月        財政援助団体等監査に係る  

           聞き取り 

・２月中旬      報告書提出 

例月出納検査 毎月 

随時監査 監査委員が必要と認めたとき 

 

（２）実施体制 

   監査委員が監査等を実施し、事務局職員が補助します。 


